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６． 事業所における非正規社員の状況 

（１）  非正規社員を活用している理由 

非正規社員を雇用している事業所の非正規社員を活用している理由は、調査事業

所計で「高齢者の定年後の再雇用のため」が 43.5％と最も高くなっている。 

規模別にみると、規模が大きいほど「高齢者の定年後の再雇用のため」と「経験・

知識・技能のある人を即戦力として採用するため」の割合が高くなる傾向にあり、

300 人以上規模ではそれぞれ 59.3％、55.6％と最も高くなっている。 

産業別にみると、運輸業，郵便業、建設業、学術研究，専門・技術サービス業で

「高齢者の定年後の再雇用のため」が 5 割以上を占め、最も高くなっている。 
 

図表 6-1 非正規社員を活用している理由【複数回答】 
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（１） 非正規社員の正社員化について 

従業員の待遇・処遇の改善として「実施している」又は「実施を検討中」と回答

した事業所の非正規社員の正社員化については、調査事業所計で「個人の能力を見

極めて正社員化したい」が 66.1％と最も高くなっている。 

規模別にみると、全ての規模で「個人の能力を見極めて正社員化したい」が最も

高く、また、「積極的に正社員化を進めていきたい」と合わせた『正社員化したい』

が最も高いのは 50～99 人規模で 84.3％となっている。 

産業別にみると、『正社員化したい』が最も高いのは医療，福祉で 88.0％と 9 割弱

を占める。一方、「考えていない」が最も高いのは建設業で 27.8％となっている。 

 

図表 6-2 非正規社員の正社員化について 

 

  
積極的に

正社員化を進め

ていきたい
9.1%

個人の能力を

見極めて

正社員化したい
66.1%

その他
5.1%

考えていない
19.7%

(n=628)

産
業
別

規
模
別

9.1 

12.7 

2.4 

7.8 

8.0 

11.1 

7.4 

6.9 

0.0 

15.4 

6.5 

0.0 

0.0 

9.1 

8.0 

7.1 

11.1 

17.1 

6.6 

66.1 

55.6 

75.6 

76.5 

73.9 

66.7 

59.3 

65.0 

75.0 

61.5 

69.9 

50.0 

80.0 

45.5 

68.0 

64.3 

55.6 

70.9 

65.6 

5.1 

6.3 

6.3 

2.0 

3.4 

3.7 

5.6 

5.9 

12.5 

7.7 

1.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.1 

11.1 

4.3 

9.8 

19.7 

25.4 

15.7 

13.7 

14.8 

18.5 

27.8 

22.2 

12.5 

15.4 

22.6 

50.0 

20.0 

45.5 

24.0 

21.4 

22.2 

7.7 

18.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

調査事業所計

(n=628)

10～29人

(n=284)

30～49人

(n=127)

50～99人

(n=102)

100～299人

(n=88)

300人以上

(n=27)

建設業

(n=54)

製造業

(n=203)

情報通信業

(n=8)

運輸業，郵便業

(n=26)

卸売業，小売業

(n=93)

金融業，保険業

(n=2)

不動産業，物品賃貸業

(n=5)

学術研究，専門・技術サービス業

(n=11)

宿泊業，飲食サービス業

(n=25)

生活関連サービス業，娯楽業

(n=14)

教育，学習支援業

(n=9)

医療，福祉

(n=117)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=61)

積極的に正社員化を進めていきたい 個人の能力を見極めて正社員化したい その他 考えていない



38 

 

（２） 非正規社員を正社員とする登用（転換）制度または事例の有無  

従業員の待遇・処遇の改善として「実施している」又は「実施を検討中」と回答

した事業所の非正規社員を正社員とする登用（転換）制度または事例の有無は、調

査事業所計で「制度がある」が 19.4％、「制度はないが登用（転換）事例はある」が

54.3％となっている。 

規模別にみると、規模が大きいほど「制度がある」の割合が高くなる傾向にあり、

300 人以上規模では 40.7％と最も高くなっている。また、概ね規模が小さいほど「導

入予定なし」の割合が高く、10～29 人規模では 24.4％と最も高くなっている。 

産業別にみると、宿泊業，飲食サービス業と製造業で「制度はないが登用（転換）

事例はある」がそれぞれ 64.0％、63.4％と 6 割以上を占め、最も高くなっている。

一方、建設業で「導入予定なし」が 36.4％と 3 割以上を占めている。 

 

図表 6-3 非正規社員を正社員とする登用（転換）制度または事例の有無  
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（３） 非正規社員を正社員に登用（転換）した実績のある事業所数および実績人数 

従業員の待遇・処遇の改善として「実施している」又は「実施を検討中」と回答

した事業所の非規社員を正社員に登用（転換）する制度又は事例のある事業所は、

調査事業所計で 73.7％となっている。このうち、過去 1 年間（平成 26 年 4 月 1 日か

ら平成 27 年 3 月 31 日まで）に登用（転換）した実績があった事業所は男性 19.1％、

女性 24.8％で、全労働者数に占める実績人数の割合では、男性が 0.3％、女性 0.3％

となっている。 

規模別にみると、概ね規模が大きいほど実績のある事業所の割合が高くなってお

おり、男性より女性の実績がある事業所の割合が高くなっている。 

産業別にみると、男性は運輸業，郵便業の事業所割合が 30.3％と最も高く、次い

で医療,福祉が 19.2％となっており、女性は医療，福祉が 48.3％と最も高く、次い

で卸売業,小売業が 25.5％となっている。 

 

図表 6-4 過去 1 年間に非正規社員を正社員に登用（転換）した実績のある事業所割合(規模別) 
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